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研究成果の概要（和文）：3年間継続して国際会議を日本で開催し、研究対象地域を東南アジアに集中、より実
質的な議論を行い、失敗要因のみならず、各国間での参入障壁と進出障壁を明らかにした。具体的には、日本の
建設関連産業の東南アジア進出が必ずしも望ましい形で進んではいないこと、その一方で、日本市場での東南ア
ジア各国の建設関連産業ならびにその製品／技能（者）の活用が十分でないことが明らかになった。テーマ別で
は、①「元請下請関係の役割／責任／リスク」、②「発注者の役割／責任／リスク」、③「設計者の役割／責任
／リスク」、④「品質確保のしくみ」の各国の差異が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：We held international conferences in Japan for three consecutive years, 
concentrated research areas in Southeast Asia and conducted more substantive discussions to clarify 
not only failure factors but also entry barriers and entry barriers between countries. Specifically,
 Japan's construction-related industries are not necessarily advancing into Southeast Asia in a 
desirable manner. On the other hand, the utilization of construction-related industries in Southeast
 Asian countries and their products / skills (persons) in the Japanese market is not sufficient. It 
became clear. By the theme, there are 1) “role / responsibility / risk of main contractor　and/or 
subcontractor”, 2) “role / responsibility / risk of client”, 3) “role / responsibility / risk of
 architect” and 4) “structure of quality assurance”. Differences between countries became clear.

研究分野： 建築学
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保　東南アジア
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研究成果の学術的意義や社会的意義
今後、東南アジアの市場が活性化する中で、日本、中国、台湾、韓国、タイは原則異なる法制度や建設システム
を有し、一方、シンガポール、マレーシアは英国の法制度や建設システム、ベトナムは仏国の法制度や建設シス
テムを移転している。また、韓国は日本の法制度を1960年代に移転した歴史がある。シンガポールでも技術的な
推進には日本の技術が相当程度移転されている。このような状況の確認／認識を持つことによって、国際化する
東南アジアの建設市場の学術的、実務的、経済的な領域における日本チームの活躍の場と戦略が明らかになりつ
つある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

日本を含む近隣諸国で大規模工事建設事故／事業推進問題（後述＊１）が頻発している。研究

代表者はそれら諸国・諸問題の検証委員、諮問委員（後述＊２）を務めた。 

＊１：「日本を含む近隣諸国で大規模工事建設事故／事業推進問題」とは、日本では新国立競

技場整備計画白紙撤回問題、横浜基礎ぐい工事問題、豊洲市場問題、中国では上海の高層マンシ

ョン崩壊問題、韓国ではソウル市で河川大橋の接続道路崩壊問題などが発生しており、事故その

ものの原因究明と共に大規模工事のプロジェクトガバナンス／プロジェクトマネジメントの有

無と是非が問われている。 

＊２：「それら諸国・諸問題の検証委員、諮問委員」とは、①新国立競技場整備計画白紙撤回問

題では文部科学省が設けた経緯検証のための第三者委員会委員、②横浜基礎ぐい工事問題では

国土交通省の設けた対策委員会委員、③中国ではそれらの事故に関係する「監理工程師制度」な

らびに「建造師制度」の立ち上げ・普及への協力、④ならびに深セン市政府から同済大学を介し

て公共工事の事業推進方策の日本での現状報告と深セン市への提言を委託、⑤韓国ではソウル

市からソウル大学を介して日本の公共工事の事業推進方策の調査指導ならびに同市での基調講

演を求められている。 

 また、研究の学術的背景として、申請者らは世界各国の発注・契約方式と品質確保のしくみに

ついて国際比較研究を行ってきた。その成果として、具体的なプロジェクトに採用される発注・

契約方式とそのプロジェクトマネジメント（以後、PM）、とりわけそこに組み込まれるマネジメ

ントの要素技術／方法（以後、マネジメント技術等）の採用とそのタイミングによって、成功裏

に完了するプロジェクトからトラブルに巻き込まれるプロジェクトの事例を大量に収集してい

る。過去の関連の研究成果には以下の文献リストのものがある。  

 一方、国内では、例えば、新国立競技場の当初の整備計画が白紙撤回となった。研究代表者は 

その検証委員会の委員を務めるなかで、PM の不在、さらに、オリンピック・パラリンピック開

催が必然のもと工事費と工期の圧縮要請が強まる中で、様々な、しかも未経験なマネジメント技

術等の導入を試みた結果が混迷を深める結果になったことを検証した。  

 以下は、上記の背景に挙げた諸問題に関する対外発表論文のリストである。 

文献１：古阪秀三:日本的建設技術管理者制度, No.2, pp.29-33, 《建造師》編集会編，中国，

2006.2 文献２：古阪秀三（研究代表）：日本の政府等における投資プロジェクトのマネジメント

に関する総合的分析、深圳市政府報告書作成委員会報告書、2014.11 

文献 3：古阪秀三：多様化する建築プロジェクトの実施方式と今後の展開，日本建築学会総合論

文誌，No.5，有，pp.34-36，2007.2  

文献 4：蔡宗潔，古阪秀三，金多隆：建築プロジェクトの調達システムにおける定量的リスク分

析と評価，日本建築学会計画系論文集，No.539，有，pp.225-232，2001.1  

文献 5：古阪秀三他：日中韓英米星の発注・契約方式と品質確保のしくみに関する国際比較（第



１回～第 4 回 国際発注・契約研究会･論文集），無，2012.12～2015.9 

 

２．研究の目的 

１．研究開始当初の背景を踏まえて、本研究では PMの視点から次の 3 つのことを吟味し、建

設プロジェクトを円滑かつ合目的的に推進する方策を検討、構築することを目的とする。その 3

つとは、まず、①建設事故／事業推進問題の検証報告書から、それらの事故／問題を引き起こし

た工事のプロジェクトマネジメント技術等の抽出分析を行い、失敗原因を明らかにすること、一

方でたとえば新国立競技場では未経験なマネジメント技術等の導入が混迷を深めたことから、

②国際的に多様化する建築プロジェクトの発注・契約方式とそこに組み込まれるマネジメント

技術等の活用事例を収集・分析すること、この両者を踏まえて、③各国に相応しい大規模建設工

事における PMのあり方、とりわけ日本のそれを構想することである。 

 

３．研究の方法 

本研究の端的な目的は、日本の建築プロジェクトにおける PM の将来のあり方を構想すること

である。その目的達成のために、中国・韓国・星国ならびに国内の研究協力者、過去・現在の研

究協力留学生、大学院生の協力のもと、（１）日本を含む近隣諸国の建設事故／事業推進問題の

経緯検証の分析（失敗例の分析）、（２）建築プロジェクトの多様な発注・契約方式と具体的プロ

ジェクトの分析（成功例の分析）に絞って、①PM の視点からみた分析、②具体的プロジェクト

に採用されたマネジメント技術等の抽出とその活用結果の分析、③日本的しくみと日中韓星国

のマネジメントの進め方の比較分析を行い、④（１）、（２）で抽出したマネジメント技術等の背

反／独立／従属等の特性分析を行い、最終的に、⑤１つのプロジェクトにおいて多様なマネジメ

ント技術等を組み合わせて PM の最適化を支援する方法論を構築する。当初は①～③を中心に行

い、最終的に、日本の建築プロジェクトにおける PMの将来への戦略を構築することとした。 

その一方で、研究が進むにしたがって、平成 30年度には、研究対象国を日本、中国、韓国、

星国に台湾、米国、英国を追加し、国際会議を「各国での個別の公共／民間建築プロジェクト

における①ＰＭＲ（プロジェクトマネジャー）の役割、②ＰＭの失敗要因」を共通テーマとし

て開催、さらに、平成 31年度には、これらの比較研究を繰り返す中で得た日本の建築生産シス

テムにおける品質確保に関する特徴と課題をより鮮明にするために、「信頼があっての契約」を

旨とする日本あるいは東南アジアと、「契約があっての信頼」を旨とする欧米の、建築プロジェ

クト推進ならびにその組織編成と役割分担の在り方を検証することにした。とりわけ、日本が

海外市場を東南アジアに重きを置くとすれば、それらを承知したうえでのプロジェクトのマネ

ジメントに取り組まなければならないとのことから、国際会議を日本、中国、韓国、星国、台

湾、ベトナム、タイ、マレーシアの 8か国で開催した。 

 

４．研究成果 

 3 年間の研究過程での成果を順にあげる。 

（１）2017 年度に得られた知見は以下のとおり。 

①研究対象国を日本、中国、韓国、星国に台湾、米国、英国を追加し、国際会議を「各国での

個別の公共／民間建築プロジェクトにおけるＰＭＲ（プロジェクトマネジャー）の役割と、ＰＭ

の失敗要因」を共通テーマとして開催した結果、以下の暫定的知見を得た。 

・発注者のガバナンス／リーダーシップの強弱 

・ＰＭＲの発注者支援内容の明確性 



・プロジェクト関与者の工期と予算への関わり方 

・PMR と CMR(コンストラクションマネジャー)の役割分担の明快性 

・PMR、CMR の職能性と法制度との整合性、独立性 

②国内建設事故／事業推進問題の経緯検証の分析に関して、「新国立競技場整備計画の白紙撤

回の経緯検証報告書ならびに基礎ぐい工事問題の法制度ならびに契約関係における問題点中間

とりまとめ」を題材に以下の視点から分析を進めることの有効性を確認した。 

・PMの視点からみた分析 

・採用されたマネジメント技術等の抽出とその活用結果の分析 

・日本的しくみ、とりわけ日本の建築生産システムの強みと弱みならびに国際化への課題 

・失敗要因の明確化 

③これらの失敗事例を検証する中で、喫緊の課題として、本研究に包含して取り組むべきテー

マが顕在化した。その課題は、『日本の建設活動の参入障壁と進出障壁の構造分析』 

  1990 年前後急激に日本の建設投資が伸びた時期に、米国を筆頭に日本の建設市場への参入を

試みた多くの外国企業が感じた「参入障壁」、言い換えるならば「日本の建設産業を守った建築

生産システム」が、その後急速に市場が縮小し海外市場に進出せざるを得ない現在、その進出が

ままならない日本の建設企業、まるで自らが生ぜしめたかのような「進出障壁」となってそびえ

立っている。この本質的な問題には、建築プロジェクトを推進するプロジェクト組織とそのガバ

ナンスを発揮した主体が何であり、その主体の変遷と果たした役割である。 

 

（２）2018 年度に得られた知見は以下のとおり。 

2017 年度の失敗事例の検証から、喫緊の課題として、「日本の建設活動の参入障壁と進出障壁

の構造分析」が顕在化した。そして、2018 年度の国際会議の主たる課題を「各国における建設

活動の参入障壁と進出障壁」とした。その会議の各国の発表において、参入障壁と進出障壁は大

きく分類して、①商習慣、②文化・言語、③政府方針・法制度、④市場環境の面での障壁が指摘

された。 

この４分類に沿って、日本の建築生産システムに関する参入と進出の阻害要因をまとめると

以下の３つの知見を得た。①建築生産システムにおける法制度と職能性、Common low と「村の

おきて」、慣習／伝統等について。②発注者、PM／CM、設計者、監理者、元請、専門工事業者等々

の制度的完成度、契約観念／コンテンジェンシー意識の有無など。③他国に学ぶ知恵の多寡。 

さらに、今回の国際会議のみならず、2008 年から始めた『日中韓台の建設産業における法制

度と品質確保のしくみに関する比較研究』は、2012 年からは『日中韓台英米星の発注・契約方

式と品質確保のしくみに関する国際比較』となり、国の数と地域を増やし、延べ 13 回の品質確

保のしくみの比較研究をするに至った。そのなかで、最もわかり易く、かつ比較可能な各国の

法制度と品質確保のしくみの比較検討方法も鉄筋ならびに鉄骨工事の具体例で検証できた。そ

して、これらの比較研究を繰り返す中で得た日本の建築生産システムにおける品質確保に関す

る特徴と課題も確認できた。 

 ここに存在する本質的な問題は、「信頼があっての契約」を旨とする日本あるいは東南アジア

と、「契約があっての信頼」を旨とする欧米の、建築プロジェクト推進ならびにその組織編成と

役割分担の在り方にあり、とりわけ、日本が海外市場を東南アジアに重きを置くとすれば、そ

れらを承知したうえでのプロジェクトのマネジメントに取り組まなければならない。 

 

（３）2019 年度に得られた知見は以下のとおり。 



2019 年度も国際会議を日本で開催し、研究対象地域を東南アジアに集中、より実質的な議論

を行い、失敗要因のみならず、各国間での参入障壁と進出障壁を明らかにした。 

さらに、会議参加者の拡大を図り、公的機関、建設産業団体、設計団体等からの参加、一方

で研究成果を一般に公開し、さらなる研究とその実践活動の促進を図った。 

その国際会議では、「東南アジア諸国での建築プロジェクトマネジメントの現状と問題点の比

較分析」ならびに「東南アジア諸国での建築生産システムに関する参入と進出の阻害要因の分

析」を目的に、東南アジア 8か国による発表と意見交換を行った。具体的には、日本の建設関

連産業の東南アジア進出が必ずしも望ましい形で進んではいないこと、その一方で、日本市場

での東南アジア各国の建設関連産業ならびにその製品／技能（者）の活用が十分でないことに

注目した。 

テーマ別協議では、①「元請下請関係の役割／責任／リスク」、②「発注者の役割／責任／リ

スク」、③「設計者の役割／責任／リスク」、④「品質確保のしくみ」が課題となった。 

 日本、中国、台湾、韓国、タイは原則異なる法制度や建設システムを有し特定プロジェクトで

は高い品質を保つ。一方、シンガポール、マレーシアは英国の法制度や建設システム、ベトナム

は仏国の法制度や建設システムを移転している。また、韓国は日本の法制度を 1960 年代に移転

した歴史があり、また、シンガポールでも技術的な推進には日本の技術が相当程度移転されてい

る。さらにベトナムでも様々な技術支援が行われている。近年では、東南アジア各国への中国、

韓国からの技術移転も盛んになっており、このような中での各国の法制度や設計図書、品質保証

等の慣行には共通点がある一方で、かなりの相違点も見られた。品質の定義、法規定、体制、図

面や事例等についての活発な議論を踏まえて問題点と今後の取組指針を共有する方向性が見い

だされつつある。 

 なお、これらの国際会議は今後とも継続していくことが合意されている。 

 

（４）今回の研究の最大の成果は、日本の PM において以下のことが確認できたことである。 

①プロジェクト関与者間の役割、責任、リスクの明確な分担関係の明示 

 建築物をつくるという行為は、本来、その発注者自らの責任において行われるものである。し

かし、設計や施工など一定の業務は、法制度の下で有資格者が実施しなければならず、発注者は

これらの業務を各種の専門家等に委託、外注して行っているのが一般的である。この委託、外注

の範囲と方法が多様化しており、また、具体的にどこまでをそれぞれの関与者がやるべきかは、

あいまいである。どのような協議／問題が行われるべきかの確認。 

②建設工事に関して、日本の建設産業の活動にかかわる法律として、1949 年に建設業法、1950

年に建築基準法と建築士法が一式請負契約を前提として制定された。さらに、1972 年には労働

安全衛生法が、これまた一式請負制度を前提として制定されている。この歴史的流れが変化する

ようになってきたのはそれほど昔ではない。たとえば、書面契約や専門分化が実質化したのもこ

こ 20 年前後のことである。また、欧米でいう役割分担型の発注方式など多様な発注契約方式が

請負を前提とした契約形態の日本でも使われるようになってきた。このような多様化の流れの

中で、1950 年前後に一式請負を前提に法制度化された三つの法律の改革は喫緊の課題となって

いる。元請→一次下請→二次下請→三次下請と流れる請負制度の合理性検証も必要となってこ

よう。そのためにどのような協議／問題が行われるべきかの確認。 
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